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1. はじめに 
 
高レベル放射性廃棄物などの地層処分においては、天然の岩盤（天然バリア）と人工的なバリ

ア（人工バリア）から構築される多重バリアシステムによって長期的な安全確保がなされる。こ

の処分システムの成立性や安全性に係る信頼性を一層高めていくためには、天然バリアと人工バ

リアの特性把握と将来変化に係る調査・評価技術の信頼性向上が重要である。特に、沿岸部にお

ける地層処分の場合、海水準変動に伴い海岸線や地下水中の淡水／塩水の境界が大きく移動した

り、波浪による侵食作用の影響が変化したりするなどといった沿岸部固有の環境の変化を考慮し

た地質環境の調査技術・工学技術・安全評価技術の高度化が必要である。 
沿岸部における地質環境の調査技術のうち、断層運動については、海陸接合部における断層の

分布や活動性といった情報を得るため、陸域及び海域の双方における調査技術の適切な組み合わ

せが重要となる。特にわが国は四方が海で囲まれており、海陸境界付近での断層運動に関する調

査・評価技術の整備に加え、わが国の沿岸部における断層の分布や特徴について十分な情報が整

理されていることが求められる。 
日本列島及びその周辺海域の断層の分布や特徴については、既に網羅的に調査・整理された文

献などの情報が複数知られている（例えば、徳山ほか, 20011)；阿部・青柳, 20062)）。沿岸部の断層

を対象とした調査・解析技術についても、海底地形計測、音波探査、海底ボーリング調査といっ

た調査目的に応じた複数の手法が整備されており、海域においても陸域と同様、活断層分布を確

認するための段階的な地質環境調査を実施することが可能である見通しが得られている（沿岸海

底下等における地層処分の技術的課題に関する研究会, 20163)）。ただし、その段階的な調査の信頼

性の向上という観点から、今後取り組むべき課題の一つとして、わが国の沿岸部における地質構

造や変動地形に係る最新の調査・研究や、個別技術の適用条件・適用限界などの詳細についてさ

らに知見を整理し、調査技術の適切な組み合わせ方を提示していく必要がある。特にここ十数年

のうちに、原子力施設の耐震安全評価（電気事業連合会, 20134)）や地下資源の賦存状況などに係

る調査（資源エネルギー庁, 20175)）がわが国の沿岸部においても多数実施されてきたのに加え、

二酸化炭素地下貯留の実証試験（Tanase et al., 20136)）といった沿岸海域の地質構造調査を伴う新

たな事業も実施されてきている。また、地震・津波防災の目的からわが国の周辺海域の断層情報

を統一的に整理する取り組みは近年も進められているが（文部科学省研究開発局・海洋研究開発

機構, 20157), 20168), 20179)）、地層処分におけるサイト選定や安全評価にも反映できるような調査・

評価技術の整理まで取り組んでいる事例は知られていない。そこで、本研究では、特にここ十数

年の間に拡充された情報を中心に、海陸境界付近の断層などに関する調査・研究事例と調査技術

に関する情報を収集・分析し、わが国における沿岸部の断層運動に関わる特徴や、既存の調査技

術の適用性について検討を行った。情報収集においては、大学などによって実施された学術的研

究や公的機関において調査された国土基盤情報に加え、国内外の原子力施設の耐震安全評価に関

連して実施された調査・評価、沿岸部における地下資源探査や二酸化炭素地下貯留の実証試験な

どにおける事例も対象とした。 
本研究ではまず、2 章として、わが国の沿岸部における断層分布・断層運動に関わる地形・地
質学的特徴に係る調査・研究事例について地域ごとに整理した。3 章では、沿岸部の断層分布・
連続性・活動時期・活動性などを明らかにするための調査・評価の進め方や調査手法の適切な組

み合わせ方について取りまとめた。さらに 4章では、個別の調査手法の適用条件・適用限界など
の詳細について知見を整理した。 
本研究の作成にあたり参考にした資料のリストと、それらに掲載されている各種調査技術の仕

様については、添付資料 1として取りまとめた。また、このうち、音波探査の実施地域について
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は添付資料 2の日本地図上に示した。なお、海上保安庁や産業技術総合研究所などによる国土基
盤情報（海底地形図や海洋地質図）の作成のため日本全域にわたり実施された調査については、

沿岸部の断層運動に関わる特筆すべき調査・解析がなされたものを選定して添付資料 1に含めた
（産業技術総合研究所及びその前身である地質調査所が海洋地質図を作成する目的で収集した音

波探査プロファイルについては、海域地質構造データベース https://gbank.gsj.jp/marineseisdb/ や高
分解能音波探査断面データベース https://gbank.gsj.jp/sbp_db/pages/cover.html として自由に閲覧可
能である）。資源エネルギー庁による基礎物理探査及び基礎試錐調査については、既に広く公開さ

れたものでかつ、沿岸部の断層運動に関わる特筆すべき調査・解析がなされたものについて添付

資料 1に含めた。 
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2. 沿岸部の断層分布・断層運動に関わる地形・地質学的特徴 
 
日本列島を取り巻く沿岸部における断層分布・断層運動に関わる地形・地質学的特徴について、

収集した調査・研究事例などの情報を表 2.1及び図 2.1で示す区分ごとに整理して取りまとめた。
これは、地域ごとに既存情報の整備の程度を把握するとともに、沿岸部における断層分布や活動

性などの傾向の違いが日本列島の基盤地質構造や広域応力場とどのように関係しているかを検討

する目的で行ったものである。 
地域区分は、現在の日本列島の基盤地質構造に加え、新第三紀中新世以降の地殻変動に着目し

た地体構造区分の研究（松田・吉川, 200110)；垣見ほか, 200311)）を参考にして行った。時間スケー

ルを新第三紀中新世以降としたのは、過去 1億年程度の日本列島の地史の中で、最も大きいと言
ってよい地史イベントと考えられている日本海拡大が中期中新世までに終了したと考えられてい

るためである。そのため、新第三紀中新世以降の地質構造発達史を考慮することにより、日本列

島の基盤地質構造に基づく各区分の特徴がより明瞭となる。松田・吉川（2001）10)や垣見ほか（2003）
11)の地体構造区分の論拠を精査し、その結果に基づいてわが国の沿岸部の新第三紀中新世以降の

地殻変動様式を整理すると、日本列島の前弧側と背弧側とでは、地殻変動様式が明瞭に異なって

いることが分かる（産業技術総合研究所ほか, 201612)）。以上の結果をまとめた区分が表 2.1及び
図 2.1となる。区分ごとの地殻変動様式の更なる特徴については産業技術総合研究所ほか（2016）
12)を参照されたい。なお、北海道東部のオホーツク海側と太平洋側との間でも地殻変動様式が異

なっていることが示唆されるが、本地域は収集された調査・研究事例の量が全体的に少ないため

本研究では便宜的に北海道東部地域として一括して取り扱った。 
 
 

表 2.1 日本列島の基盤地質構造に基づく各区分の特徴 
区分 特徴

1 
・北海道東部地域：空知－エゾ帯を西縁とした領域

・北米プレートに太平洋プレートが沈み込む領域で、圧縮応力場となり逆断層が発達

2 
・東北日本背弧側：新潟～東北地方の日本海側と北海道西部

・日本海側でグリーンタフ以降の堆積岩が主に露出する領域

・日本海拡大により形成された正断層群が現在の圧縮応力場の下で再活動している逆断層が多く発達

3 
・東北日本前弧側：日本海溝沿いの海溝型地震震源域に面する領域

・陸域では中古生界の基盤岩が主に露出する領域

・逆断層が主に発達するが、背弧側と比べて陸域の活断層の分布は少ない

4 
・関東南部三重会合点地域：南部フォッサマグナ地域及び関東構造盆地

・フィリピン海プレート及び太平洋プレートが北米プレートに沈み込む領域

・沈み込むプレートの一部回転を含む圧縮応力場となり、逆断層及び横ずれ断層が発達

5 
・西南日本内帯：沿岸部が主に日本海または瀬戸内海に面する領域

・ユーラシアプレートにフィリピン海プレートが沈み込む領域

・沈み込むプレートの一部回転を含む圧縮応力場となり、逆断層及び横ずれ断層が発達

6 
・西南日本外帯：沿岸部が南海トラフ沿いの海溝型地震震源域に面する領域

・ユーラシアプレートにフィリピン海プレートが沈み込む領域

・圧縮応力場となり、逆断層及び横ずれ断層が発達

7 ・伊豆・小笠原弧

・太平洋プレートがフィリピン海プレートに沈み込む領域

8 ・九州西部・南西諸島

・主に沖縄トラフ拡大の影響下で正断層が発達し、地溝帯を形成している領域

区分の番号は図 2.1で示した番号と共通である。 
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図 2.1 日本列島の基盤地質構造に基づく地域区分

地質図は Yasue et al.（2014）13)の海抜 0 mレベルの水平地質断面図に基づき作成。

2.1北海道東部地域（区分 1）
本地域は基本的には圧縮応力場で逆断層、あるいは地下に逆断層を伏在する fold-and-thrust belt
が発達する。本地域では、政府の地震調査研究推進本部で長期評価の対象となっている活断層（以

下、推本対象活断層）のうち、サロベツ断層帯、標津断層帯、十勝平野断層帯及び石狩平地東縁

断層帯の端部が海域に達しており、このうちサロベツ断層帯（阿部ほか, 201314)）、十勝平野断層

帯（内田ほか, 201515)）及び石狩平地東縁断層帯（佐藤ほか, 201316)）については海域延長部の海

底地質調査が実施されている。陸域における調査も踏まえると、サロベツ断層帯及び石狩平地東

縁断層帯では東から西に向かって fold-and-thrust beltの発達が進行しているのに対し、標津断層帯
はその逆で西から東への発達となっている（小椋・掃部, 199217)；大津, 201018)）。また、大津・田

近（2011）19)は、網走沖の北見大和堆が南北走向・東傾斜のブラインドスラストによるものであ
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ることを指摘し、引張場で形成された堆積盆が反転テクトニクスによって東西圧縮に転じて形成

された可能性を主張している。この他、海上保安庁「沿岸の海の基本図」や徳山ほか（2001）1)で

海域に断層の分布がいくつか示されているものの、推本対象活断層を除き沿岸部を対象とした断

層運動に着目した調査・研究事例はあまり知られていない。ただし、資源探査目的での海域地質

調査事例は多く、最近でも枝幸沖及び釧路南西の十勝沖といった沖合において三次元物理探査船

「資源」による調査実績がある（資源エネルギー庁資源・燃料部石油・天然ガス課, 201620)）ほか、

道南沖などでは海域音波探査データに基づきメタンハイドレートの広域的な分布が指摘されてい

る（林ほか, 201021)）。また、霧多布沖や浦河沖などでは、陸棚堆積物の詳細な調査に基づく断層・

褶曲を伴う地質構造に関する検討が行われている（Noda et al., 200722), 201323)）。 
 
2.2 東北日本背弧側（区分 2） 
本地域の沖合には産業技術総合研究所の海洋地質図や徳山ほか（2001）1)、文部科学省研究開発

局・海洋研究開発機構（2015）7)などで多数の断層が示されており、それらのほとんどは陸域のも

のと同じく、海岸線とほぼ平行な N-S～NE-SW走向をなす。推本対象活断層にも含まれている黒
松内低地断層帯（杉山ほか, 201124)）、函館平野西縁断層帯（森下ほか, 200225)；楮原ほか, 201226)）、

青森湾西岸断層帯（産業技術総合研究所, 200927)；根本, 201428)）、北由利断層（秋田県, 200429)）、

長岡平野西縁断層帯（石油公団, 199130)）などで沿岸部海域の断層の分布、構造や活動性に関する

調査が実施されている。本地域の海域の活断層は陸域と同様に、日本海拡大時に形成された正断

層群が現在の圧縮応力場の下で逆断層として再活動しているものを主体とする（大竹ほか , 
200231)）。これらの中には北由利断層のように、海陸境界に沿って分布する断層を対象とした調査

事例も複数存在する（秋田県, 200429)；楮原ほか, 2011a32)）。 
本地域では秋田沖及び新潟沖を中心に古くから石油・天然ガス採掘に係る多数の海底地質調査

実績がある（天然ガス鉱業会・大陸棚石油開発協会, 199233)；猪野ほか, 201634)）。さらに新潟沖は、

新潟－神戸ひずみ集中帯（Sagiya et al., 200035)）の分布域にあたり、2004年新潟県中越地震及び
2007年新潟県中越沖地震を経験してきたこと、柏崎刈羽原子力発電所が立地することから、海域
を含む活断層や活褶曲に係る多くの調査が行われてきた（泉ほか, 2008a36)；楮原ほか, 2011b37)；

文部科学省研究開発局・防災科学技術研究所, 201138)；東京電力, 201339)；野ほか, 201440)）。同様

に、津軽海峡～下北沖においても、原子力関連施設の耐震安全評価に係る海域での調査を始め、

多くの調査事例がある（阿部・青柳, 20062)；東北電力, 2014a41)；電源開発, 201742)など）。北海道

西方沖では、1993年北海道南西沖地震に伴う調査（水路部北海道南西沖地震震源海域緊急調査班, 
199443)）や泊原子力発電所の耐震安全評価に係る調査（北海道電力, 201544)）事例があるほか、当

該地域が東西圧縮のひずみ集中の場にあることに着目した海底地質調査も行われている（阿部ほ

か, 201145)）。 
本地域のうち北海道苫小牧沖では、二酸化炭素海底地下貯留の実証試験が進められており

（Tanase et al., 20136)）、断層などの地下の地質構造を把握するための調査も行われている（例え

ば、Ikeda and Tsuji, 201546)；Xue et al., 201747)）。地質調査のプロジェクト全体における位置づけ（リ

スク回避・低減の観点で断層の影響を評価）や、調査範囲（数 kmスケール）、事業期間（事前調
査～操業開始に数年以上要し、操業開始後もモニタリングが実施される。）などを考慮すると、二

酸化炭素地下貯留に係る海域調査の進め方は、地層処分のサイト選定や安全評価に係る沿岸部で

の調査を検討する上でも非常に参考になると考えられる。 
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2.3 東北日本前弧側（区分 3） 
東北日本は全体的に太平洋プレートが東から西に沈み込む圧縮応力場であるが、陸域の活断層

の分布は、前弧側では背弧側に比べて少ない。既存の文献における海域の活断層の分布も、本地

域では海岸線から数 10 km以上離れたプレート境界付近に集中しており（活断層研究会, 199148)）、

沿岸部では目立った活断層の存在はあまり知られていない。 
三陸沖では、遠洋の大陸斜面にまたがる領域では、広域的な地質構造発達史の解明に係る調査

（Itoh and Tsuru, 200649)）や、資源探査目的での海底地質調査事例（資源エネルギー庁資源・燃料

部石油・天然ガス課, 201620)）があるほか、防災科学技術研究所の日本海溝海底地震津波観測網（S-
net）のように海溝型地震・津波観測を目的とした地震計観測網が整備されている。しかし、沿岸
部では海上保安庁「沿岸の海の基本図」などで断層の記載があるものの、活動性などに係る詳細

な調査はほとんど知られていない。宮城県沖では、海上保安庁による海域音波探査によって仙台

湾に NNW-SSE走向の活断層の存在が指摘されているほか（海上保安庁海洋情報部, 2004a50)）、女

川原子力発電所の耐震安全評価に関連した海域の音波探査やボーリングなどが実施されている

（東北電力, 2014b51)）。 
常磐沖では、産業技術総合研究所の海洋地質図でいくつかの断層の分布が示されているほか、

石油・天然ガス採掘に係る調査においても伏在断層の分布が指摘されている（岩田ほか, 200252)）。

また、当該地域沿岸に立地する原子力施設の耐震安全評価に関連した海域調査データも蓄積され

ている（日本原子力発電, 201553)；日本原子力研究開発機構, 201554)など）。当該地域では、2011年
東北地方太平洋沖地震以降、地震活動が活発化しているが（気象庁, 201655)）、その中には既存の

断層の活動を誘発しているとみられるものが、陸域のみならず海域においても認められる（堤・

遠田, 201256)；遠田・後藤, 201657)）。このような海溝型巨大地震が断層活動を誘発するという観点

でも沿岸部の断層活動を評価する必要性がある。 
 

2.4 関東南部三重会合点地域（区分 4） 
本地域では三浦半島や房総半島南部に推本対象活断層を含む NW-SE～E-W 走向の断層が密に

分布しているが、その延長の沿岸部では複数の海底地質調査が実施されており（阿部・青柳, 2006 

2)；産業技術総合研究所, 2015a58), 2015b59)）、陸域と同系統の活断層が海域にも分布していること

が知られている。また、相模湾の国府津－松田断層帯の南方海域への延長についても、相模トラ

フの構造と合わせた調査がなされている（文部科学省研究開発局・東京大学地震研究所, 201260)；

泉ほか, 201361)）。房総沖及び相模湾では、近年も海底地質調査が精力的に実施されている（古山・

佐藤, 201562)；西田ほか, 201563)；大熊ほか, 201564)）。一方、東京湾の北部では、沿岸部に NW-SE
走向の断層や撓曲の存在が指摘されていたが（杉山・遠藤, 199365)）、海上保安庁による海域地質

調査に基づき、東京湾中・北部には活断層は分布しないと結論されている（岩淵ほか, 1998a66)）。 
 

2.5 西南日本内帯（区分 5） 
本地域のうち、日本海側については、近年大きな地震が発生した能登半島及び福岡県の沿岸部

（能登半島：2007年能登半島地震；福岡県：2005年福岡県西方沖地震）では、震源分布が連続し
ている沿岸部において海底地形・地質調査が実施されている（岩淵, 199667)；岩淵ほか, 1998b68)；

海上保安庁海洋情報部, 200569)；井上ほか, 200770)；泉ほか, 2008b71)；Yoshimura et al., 200872)；駒澤

ほか, 200973)）。このうち 2007年能登半島地震については、震央付近の沿岸部において震源分布と
同じ ENE-WSW走向の海底活断層の分布が示されている。2005年福岡県西方沖地震についても、
玄界灘の当該地域にやはり震源分布と同じ NW-SE 走向の海底活断層が見出されており、これら
は推本対象活断層である西山断層帯や警固断層帯にも含まれている。玄界灘に隣接する響灘では、
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推本対象活断層である菊川断層帯が NW-SE走向で連続しているが、それを対象とした海底地形・
地質調査結果も報告されており（伊藤・泉, 200974)；阿部ほか, 201075)）、プルアパートベーズンや

フラワー構造が発達する左横ずれの変動地形が見出されている。 
本地域の東端に位置する糸魚川周辺海域では、糸魚川－静岡構造線の延長上に NW-SE 走向の
断層が認められている（楠ほか, 199176)）。この断層は地形的特徴から左ずれの運動センスが示唆

され、新潟沖で一般的に見られる NE-SW 走向に軸を持つ褶曲を切断しているように見える。こ

れらの断層と褶曲はともに、NW-SE方向の圧縮応力場で形成されたものと考えられる。さらに西
の富山湾では、富山平野に複数分布する NE-SW 走向の活断層と同じ走向の断層が海域にも分布

し、特に推本対象活断層である呉羽山断層帯は海域にも連続する（富山大学・地域地盤環境研究

所, 201177)）。 
また、福井県～京都府の若狭湾やその周辺では、原子力施設の耐震安全評価に関連した海域調

査によって多数のデータが蓄積されているほか（例えば、関西電力, 201378)；日本原子力研究開発

機構, 201479)）、推本対象活断層の海域延長部についての調査も精力的に行われている（地震予知

総合研究振興会, 201180)；阿部ほか, 201281)；杉山ほか, 201382)；井上ほか, 201483)；産業技術総合研

究所・東海大学, 201484)）。特に、若狭湾北東方の福井県嶺北地方の沿岸部では、海陸境界に沿っ

た活断層調査も実施されている（杉山ほか, 201382)）。当該地域の沿岸部は、NW-SE走向の左ずれ
断層、NE-SW 走向の右ずれ断層及び N-S 走向の逆断層が卓越しており、近畿地方陸域の西南日
本内帯の活断層分布（道家ほか, 201285)）と同様の傾向を示す。 
一方、山陰地方の沿岸部では、海上保安庁「沿岸の海の基本図」や文部科学省研究開発局・海

洋研究開発機構（2015）7)などにより断層の分布が示されているが、その構造や特徴に関する主な

調査事例は、島根原子力発電所の耐震安全評価に関連した海域調査（中国電力, 201486)）などに限

られる。この地域は、陸域の一部で発達しているものと同系統の NE-SW～E-W 走向の断層が海

域でも複数報告されている。陸域の活断層は、1943年鳥取地震の震源断層として活動した吉岡－
鹿野断層で代表されるように、当該地域の広域応力場を反映した右横ずれの運動を示すが（金田・

岡田, 200287)）、海域に分布する断層は、従来の調査では明瞭な横ずれ運動を示す証拠は得られて

いない。当該地域は、中部～近畿地方に比べると地表地震断層が少ない地域であるが、NE-SW～
E-W走向の断層に加え、2000年鳥取県西部地震の震源分布で示されたような NW-SE走向の断層
やリニアメントも複数分布しており（高田ほか, 200388)）、今後海・陸ともに地下の地質構造の情

報の充実が望まれる地域である。なお、新潟沖～山陰沖についての海陸をまたぐ広域的な地質構

造については、「日本海地震・津波プロジェクト」（文部科学省研究開発局・東京大学地震研究所, 
201689)）による音波探査などにより、近年データの蓄積が精力的になされている。 
伊勢湾及び三河湾では、伊勢湾断層帯や深溝断層を対象にした海域の断層調査が実施されてい

る（豊蔵ほか, 199990)；岩淵, 200091)；阿部・青柳, 20062)）。瀬戸内海地域では、1995年兵庫県南部
地震を受けて調査が精力的に行われた大阪湾（岩淵ほか, 199592)；岩淵, 200091)）、淡路島周辺（粟

田, 199693)）、推本対象活断層である安芸灘断層帯や広島湾－岩国沖断層帯が分布する安芸灘（海

上保安庁水路部, 200094)；丸山, 201195)）、中央構造線が海底下に分布する友ヶ島水道及び伊予灘（海

上保安庁水路部, 1999a96), 1999b97)）、周防灘断層帯が分布する山口県宇部沖（海上保安庁水路部, 
200298)；海上保安庁海洋情報部, 2004b99)）、別府－万年山断層帯が分布する別府湾（島崎ほか, 
1986100)；大分県, 2002101)）などで断層の分布や特徴を把握するための海底地質調査が行われてい

る。瀬戸内海地域は、沿岸漁業や船舶の航行が盛んな地域のため、通常は海域での地質調査に困

難を伴うが、活断層の分布が従来から指摘されている地域については概ね、海底地形・地質調査

のデータ取得が進められている。 
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2.6 西南日本外帯（区分 6） 
本地域東部の駿河湾～東海沖は、東海地震の想定震源域であるとともに、富士川河口断層帯さ

らには駿河トラフが連続していることから、断層の分布、構造や活動履歴に関係した海底地形・

地質・堆積物調査の事例は多数存在する（例えば、東海沖海底活断層研究会, 1999102)；西田・池原, 
2014103)；村上ほか, 2016104)）。紀伊半島沖、四国沖、さらには日向灘にまたがる地域は、南海トラ

フ巨大地震想定震源域に位置することから、海溝型地震のメカニズムの解明を目的とした海底地

形・地質調査は精力的に行われており（例えば、朴ほか, 2008105)；Moore et al., 2009106)；Tsuji et al., 
2014107)）、Ocean Drilling Program（ODP）や International Ocean Discovery Program（IODP）などに
よる学術目的の海上ボーリングの実績も多数ある。また、当該地域はメタンハイドレートの濃集

が指摘されている地域でもあり（林ほか, 201021)）、その観点からの海底地質調査も多数実施され

ている（佐伯ほか, 2005108)）。 
南海トラフに沿って発生する巨大地震にはプレート境界付近で発生する地震と、プレート境界

から枝分かれした、より陸地に近い低角逆断層（out-of-sequence thrust）の活動による地震がある
（Park et al., 2000109)）。室戸半島東岸では大陸棚が極めて狭く、大陸斜面が陸上から前弧海盆に直

接落下している。これは半島東部に外縁隆起帯から続く低角逆断層があるためとされており（粟

田・杉山, 1989110)）、これが out-of-sequence thrustに相当する活断層である可能性が指摘されてい
る（前杢, 2006111)）。しかし、紀伊半島沖～四国沖～日向灘における海陸境界付近の沿岸部の多く

の地域では、海上保安庁「沿岸の海の基本図」などに一部断層の記載はあるものの、これらに対

する詳細な調査事例はほとんど知られていない。西南日本外帯は、内帯と比べて内陸の活断層は

非常に少なく、海域の活断層も南海トラフに沿って集中するため、当該地域の沿岸部はほとんど

の地域で活断層の空白域となっている（活断層研究会, 199148)）。ただし、室戸半島や宮崎平野の

ように隆起速度が約 0.6 mm/y以上と比較的大きい地域もあり（地質環境の長期安定性研究委員会, 
2011112)）、南海トラフ巨大地震のような巨大な営力が既存の地質断層の活動を誘発する可能性も

含め、沿岸部の地質データの充実が望まれる地域である。 
 

2.7 伊豆・小笠原弧（区分 7） 
本地域では、地震・火山調査や資源探査、大陸棚策定調査などに関連し、数 km ないしそれ以
上のスケールでの地殻構造を明らかにするための海底地形・地質・堆積物調査の事例は多く知ら

れている（藤岡ほか, 1989113)；Kodaira et al., 2007114)；横田ほか, 2010115)；山下ほか, 2013116)；星ほ

か, 2015117)）。個別の島に着目すると、近年活発な火山活動を記録している伊豆大島から三宅島に

かけては、周辺海域を対象とした海底地形・地質調査の報告が複数ある（徳山ほか, 1988118)；芝田

ほか, 1995119)；植田ほか, 2001120)）。八丈島から小笠原諸島にかけては、大陸棚策定に関係した海

底地形・地質調査が従来から行われている（加藤・池田, 1984121)；海上保安庁水路部, 1985122)；林

田ほか, 1989123)）。日本の最東端である南鳥島周辺海域では、大陸棚策定調査に加え（野田ほか, 
2007124)）、マンガンノジュールなどを目的とした資源探査に係る研究実績がある（Nakamura et al., 
2016125)）。伊豆半島では、過去の地震の震源分布に基づき海陸境界付近で活断層と推定されてい

る断層（伊東沖断層、稲取断層帯、石廊崎断層）が複数存在するほか（地震調査研究推進本部地

震調査委員会, 2015126)）、沖合では、海上保安庁や海洋研究開発機構などによって蓄積された海底

地形・地質データ（例えば、泉ほか, 201361)）により、NNE-SSW走向に延びる西傾斜の逆断層帯
が活断層として推定されている（金ほか, 2012127)）。 
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2.8 九州西部・南西諸島（区分 8） 
九州西部の沿岸部は、海上保安庁「沿岸の海の基本図」や産業技術総合研究所の海洋地質図、

原子力発電所の耐震安全評価に係る調査（例えば、九州電力, 2013128)）による基礎的な地形・地質

データがあるほか、陸域で活断層が集中する別府－島原地溝帯の西方延長の海域に当たる島原湾

や八代海（推本対象活断層である雲仙断層群や日奈久断層帯）では比較的豊富な海底地質・堆積

物調査の事例がある（本田ほか, 1995129)；井上ほか, 2011130)；楮原ほか, 2011a32)；八木ほか, 2016131)）。

当該地域は NE-SW～E-W 走向の正断層が卓越するが、一部の断層は陸域の活断層と同じく右横

ずれを伴うことが明らかとなっている。NE-SW走向の正断層は、当該地域より南方での沖縄トラ
フの拡大トレンドとも整合的である。これとは別に、五島列島の西方では海底谷に沿った NW-SE
走向の断層が分布し、南方の沖縄トラフと、北東方の日本海との地帯構造的な境界部におけるひ

ずみによって生じた弱線である可能性が議論されている（桂, 1992132)）。 
南西諸島の海域では、資源探査や学術調査の目的で多数の海底地形・地質・堆積物調査が行わ

れており（例えば、堀迫ほか, 2010133)；荒井, 2012134)；Arai et al., 2016135)）、琉球島弧背弧域である

沖縄トラフ側では NE-SW～E-W 走向の正断層が、フィリピン海プレートが沈み込む琉球島弧前

弧域では NE-SW 走向の逆断層が多数分布することが知られているが、それらの活動性や活動履

歴についてはほとんど分かっていない（文部科学省研究開発局・海洋研究開発機構, 20168)）。琉球

島弧上では、NNW-SSE 走向の正断層が特徴的に認められており、その一部は宮古島に露出して
いる。これらは陸上及び海上の地形・地質調査により分布は明瞭に認識できるが、露出する石灰

岩が再結晶していて有効な年代指標に乏しく、活動履歴については不明のままである（地域地盤

環境研究所・産業技術総合研究所, 2009136)）。 
 
2.9 まとめ 
本研究で収集した情報（添付資料 1）、及び海上保安庁や産業技術総合研究所などによる国土基
盤情報の作成のため日本全域にわたり実施された調査データなどを総合すると、断層の分布や特

徴に関わる広域的な海底地形・海底地質の概要については、日本列島周辺海域の情報がほぼ把握

されていると言える。海域の地質構造調査として最も広く行われている音波探査に着目し、わが

国の沿岸部の断層運動に関わるものについて調査実施地域を地図上に示した結果（添付資料 2）
を見ても、調査実績の網羅性は概ね認められる。特に、陸域での地形・地質調査により、海域の

延長線上に活断層が疑われる地域においては、地震調査研究推進本部などのプロジェクトにより、

沿岸部の断層分布や活動性に関する調査が既に実施されていることが確認できた。また、沿岸部

の断層分布・断層運動に関わる地形・地質学的特徴について、日本列島の基盤地質構造に基づき

区分された地域ごとに整理した結果、断層の分布や断層運動の特徴は同じ地域であれば陸域と沿

岸部とで大きな違いはないことも確認できた。 
ただし細かく見ると、北海道のオホーツク海沿岸や東北の三陸沖、九州の日向灘沿岸部など、

沿岸部の陸域によく知られた活断層が分布しない地域を中心に、断層運動に着目した海域の目立

った調査事例が見られない地域も存在することに留意が必要である。 
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3. 沿岸部の断層分布・連続性・活動時期・活動性などの評価法の整理 
 
海域における活断層調査の流れについては、既にいくつかの文献において解説されている（例

えば、加藤・脇田，2001137)；岡村, 2008138), 2013139)）。本研究では、これらの情報を基本としつつ、

添付資料 1で示した主にわが国の沿岸部における断層に関する調査・研究事例と調査技術につい
て収集した情報を参考にしながら、沿岸部の海域を対象とした断層分布・連続性・活動時期・活

動性を評価するための概略的なフローを図 3.1に示すように取りまとめた。基本的には、海底地
形調査で得られた情報に基づき海底地質調査が行われ、海底地形調査及び海底地質調査で得られ

た情報に基づき海底堆積物調査が行われる（海底地形調査、海底地質調査、海底堆積物調査と進

めていくごとに断層の分布や特徴に関する情報が精緻化される）。以下、海底地形調査、海底地質

調査、海底堆積物調査の順に、調査手法の適切な選択や個々の調査・評価に係る考え方・留意点

のうち重要なものについて述べる。 
 
 

 
 

図 3.1 沿岸部における断層の調査・評価の概略的なフロー 
個々の調査手法は一例を示している。 

 
 
3.1 海底地形調査における断層の平面分布の推定 
地層処分事業による段階的な調査を考慮すると、まず断層長が 10 kmを超えるような規模の大
きな断層は、一般に幅数 m～数 10 m 以上の破砕帯を伴っており、地下の水理地質構造に不均質
性をもたらし得るという観点から、広域的にその存否や分布を把握しておく必要がある。このよ

うな規模の大きな断層は、一般に繰り返しの活動の結果成長していくことから、陸域と同様、岩

相境界をなしていることも多いと考えられる。そのため、海底面に連続して現れている地形異常

は、規模の大きな断層がその成因となっている可能性がある。既存の海底地形データ（日本水路

協会発行のM7000シリーズなど）では深度や場所によりデータに粗密があるため（後藤, 2013140)）、
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既存情報で断層などの重要な地形・地質学的特徴の分布が疑われる範囲においては、別途改めて

海底地形調査により詳細なデータを取得しておくことが望ましい。 
海域では陸域と異なり、地表踏査や空中写真判読に基づく地形調査は困難である。一方、海域

では市街地や植生などによる物理的な制約が少なく、広域的かつ面的な調査がしやすいという利

点もある（阿部・青柳, 20062)）。海域での地形調査技術としては、サイドスキャンソナーやマルチ

ビーム測深などがある（個別の調査技術の特徴については、4章にて述べる）。陸にごく近い浅海
部では、小型船や水上バイクを使用してマルチビーム測深を行うことができるほか（和田ほか, 
2004141)；下川ほか, 2013142)）、海水の透明度が良好であれば航空レーザー測量が可能である（戸澤・

岩本, 2004143)；岡部ほか, 2014144)）。また、干満の差を利用し、満潮時にマルチビーム測深などの

水上での探査を行う一方、干潮時に航空測量（空中写真撮影やレーザー測量）や地表踏査を行い、

両者の情報を組み合わせることにより海陸境界部の地形を精度良く把握する手法が考えられる。 
海底地形調査技術で最も一般的に採用されているマルチビーム測深の場合、船の進行方向に直

交する扇状に音波が発射されるため、隣り合う測線で扇が重なり合うように測線間隔を設定する。

扇の弧の長さは水深に依存するので、測線間隔は、一般的なマルチビーム測深機の扇の中心角

120°の場合、通常は水深の約 1.73倍となる（図 3.2 (a)）。したがって、水深が浅いほど測線間隔
を密にする必要がある。測線の方向は、海岸線に平行な方向、または既存の調査データや陸域の

地形・地質情報から推定される連続的な地形異常（リニアメントなど）と平行に設定することを

基本とする（図 3.2 (b)）。ただし、急峻な斜面では、発射点（扇の中心）と海底面との距離が扇状
のビームの中で大きく変化する（図 3.2 (c) の X－X’）ことを避けるため、できるだけ等深線に
直交する方向に測線を設定する（図 3.2 (c) の Y－Y’）。サイドスキャンソナーやサブボトムプロ
ファイラーによる探査の場合も、測線設定の基本的な考え方はマルチビーム測深の場合と同じで

ある。 
約 2万年前の最終氷期最盛期から現在にかけては海水準が上昇しており、海底が堆積場となっ

ている地域が多いため、最近の断層運動に伴う変位が地形や地層中に保存されている可能性が高

い。逆に最終氷期最盛期より前に堆積していた地層は侵食作用を受けており、侵食量には地域差

があるため、陸域における活断層地形判読の概念を直接的に海域に適用することは困難である（阿

部・青柳, 20062)）。地層処分における処分地選定調査では、断層の活動性評価だけでなく、水理地

質構造の不均質性の要因となる規模の大きな破砕帯を伴う断層（活断層でないものも含む）の分

布や性状の把握が重要であり、そのためには海底地形調査に加え、次に示す海底地質調査を広域

的に行っておくことが不可欠となる。 
海底地形調査のその他の目的として、海底の表層地質（軟泥、岩盤など）の把握や、海底に残

置されている構造物（沈没船など）の把握がある。これらは、物理探査におけるノイズの除去や、

海上ボーリング調査の地点選定などにおいて、非常に重要な情報となる。 
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図 3.2 マルチビーム測深における測線設定の考え方 
(a) 測線間隔と水深との関係。(b) 既知の連続的な地形異常に対する調査を目的とした測線設定。
(c) 急峻な斜面における測線設定（Y－Y’のケースの方が望ましい）。 
 
 
3.2 海底地質調査における断層の分布・構造・変位の推定 
海底地形調査では断層の可能性があるリニアメントの平面的な情報は得られるが、断層の三次

元的な分布（傾斜、屈曲、分岐など）や変位（正断層、逆断層、横ずれ）を把握するためには、

地下の地質構造を明らかにするための海底地質調査を行う必要がある。人間が直接踏査できない

海域での地質調査手法としては、音波探査や地震探査、重力探査といった物理探査が主体となる。

海域の物理探査では、前述のように市街地や植生などの物理的な制約が少なく、面的な調査がし

やすい点が利点となる。また、陸域では通常、発振点が地表に位置し、地下浅部の風化層による

ノイズの大きな影響を受けるが、海域音波探査の場合は発振点が均質な海水中に位置するため、

風化層によるノイズはかなり低減される。さらに受振器も、陸域では人間の手で直接設置される

ため、受振点ごとの設置状態のばらつきが大きなノイズとなり得る。一方、海域では受振器を連

結したケーブルが均質な海水中を曳航されるか、海底ケーブル（Ocean Bottom Cable：OBC；図 3.3；
文部科学省研究開発局・防災科学技術研究所, 201138)；Xue et al., 201747)）や自己浮上型海底地震計
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（Ocean Bottom Seismograph：OBS；Bulut et al., 2009145)；文部科学省研究開発局・海洋研究開発機

構, 2013146)）といった受振器が海中を静かに沈下して海底に定置し、自然の作用で海底表層の軟

泥に埋没するので、設置状態のばらつきが陸域よりも少ないことが多い。ただし、特にケーブル

を海水中で曳航させる場合は、波浪の影響によるノイズの補正が必要となる。 
 
 

 

 
図 3.3 OBCによる海底地質調査のイメージ 

 
 
3.2.1 音波探査における測線の設定と三次元探査の優位性 
海域での物理探査で最も広く行われているのは音波を用いた反射法探査である。海域の音波探

査では、１対の発振器・受振器からなるシングルチャンネル方式（例えば、岩淵ほか, 199592)）と、

複数の受振器を連結した１本のストリーマーケーブルを直線的に海上に伸ばして観測するマルチ

チャンネル方式（例えば、横田ほか, 2010115)；阿部ほか, 201281)；日本原子力研究開発機構, 201479)）

とがある。シングルチャンネル方式は、発振回数を多くできるため、海底下の比較的浅い部分の

明瞭な記録を得るには有利な場合もあり、泥質堆積物の卓越する内湾などで利用されている。し

かし、外洋に面した砂質堆積物の卓越するような場所では音波の散乱などによるエネルギーの減

衰が大きいために探査深度が限られる（岡村, 2008138)）。そのため、産業技術総合研究所による沿

岸海域の地質図作成、文部科学省による海域活断層調査、原子力施設周辺海域の活断層調査では

多くの場合、信号対雑音比（S/N 比）が大きく深度方向に高分解能のデータが得られるマルチチ
ャンネル方式が採用されている（村上ほか, 2016104)）。マルチチャンネル方式では、共通反射点に

おいて複数の反射トレースの重合を行うことにより、信号対雑音比を向上させる。 
以上の二次元での探査に加え、複数本のストリーマーケーブルを用いた同時観測により、三次

元で一度にデータプロファイルを得る探査方式が開発されており、資源探査の分野などでは主流

となりつつある（例えば、Moore et al., 2009106)；Petersen et al., 2010147)；Tsuji et al., 2014107)；Reitenbach, 
2015148)；Kluesner and Brothers, 2016149)；猪野ほか, 201634)；図 3.4）。 
二次元での調査の場合、(a)海底地形調査の結果や既存文献の情報から推定される断層の傾斜方
向に平行な方向に多数の測線を設定してデータを取得し、さらに(b)断層と平行な方向（断層の傾
斜方向に直交する方向）に最低 2本の測線で探査したうえで、(a)と(b)を組み合わせた格子状の 4
本の測線との間で特徴的な反射波（連続して強い振幅を持つ反射波で、通常、物性の顕著な違い

を示すので、何らかの地質境界となっている可能性が高い）が連結するように調整して三次元の
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地質構造を復元する（図 3.5）。(a)の方向の測線は、概査なら断層長の 1/2～1/3程度の間隔で設定
することもあるが、詳細なデータを得る場合は、より高密度に測線を設定する必要がある。した

がって、長さが 10 kmを超えるような断層の構造を把握するために必要な二次元測線の本数の合
計を考慮すると、結果的には三次元で一度に探査した方が時間・費用面で有利な場合が多い。 
二次元探査では異なる測線どうしのデータの結合の精度に限界がある一方、三次元探査でのデ

ータ解析技術は近年非常に進歩しており、データの解像度は三次元探査の方が一般的に優れてい

る（Cartwright and Huuse, 2005150)）。例えば、二次元探査では測線上でない位置にある地形・地質

異常に起因する反射波（側方反射波）がノイズの大きな要因となるが、三次元探査では、側方反

射波を含めたすべての反射波をマイグレーション処理（音波の指向角の広さにより生じる反射面

の見掛けの傾斜や位置を移動させ、真の位置に復元する処理）し、等時間面を表示したタイムス

ライスや、反射面の三次元幾何形状の情報を表示することが可能となっている（高野ほか , 
2006151)）。また、規模の大きな断層は、しばしば複数の断層が雁行配列して断層帯を形成するな

ど、複雑な構造を呈していることから（丹羽ほか, 2008152)）、二次元探査の少ない本数の測線で断

層の全体的な性状を解釈しようとすることは、断層のステップや分岐といった局所的な性状を見

落とす可能性があり、避けることが望ましい。 
音波探査においては、測線の方向に加え、発振点・受振点の間隔も考慮する必要がある。発振

点または受振点のそれぞれの間隔は、反射法探査記録断面における水平方向の分解能に影響する。

例えば、発振器を曳航させた場合、最初に発振した位置（時間）と次に発振した位置（時間）と

の間の距離（時間差）が発振点間隔となる。発振点間隔及び受振点間隔が短ければデータ量が増

えて分解能が向上する。さらに、最大オフセット距離（発振点と受振点との最大の距離）は探査

深度に、最小オフセット距離（発振点と受振点との最小の距離）は浅層部の記録の精度に、それ

ぞれ影響する。なお、発振点の間隔は音源の周波数とも密接に関連しており、4.2.1で後述するよ
うに、採用する音源の周波数によって水平・鉛直両方向の分解能及び探査深度が大局的には規定

される。 
 
 

 

 
図 3.4 海域における地下地質構造の三次元探査のイメージ 

調査船から複数本のストリーマーケーブルを連結して受振し、一度に三次元のデータを取得す

る。 
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図 3.5 断層を対象とした二次元での反射法探査における測線設定の考え方 
 
 
3.2.2 海陸境界付近での海底地質調査 
沿岸海域での三次元探査の場合、主にストリーマーケーブルの長さ、船の大きさ及び海底地形

の複雑さ（凹凸）によって、陸にどこまで接近して調査できるかが決まる。広域の地下構造を把

握するような調査の場合は、長いストリーマーケーブルを数百～数千 t 以上の規模の巨大な船で
一度に何本も動かすため（例えば、経済産業省資源エネルギー庁所有の三次元物理探査船「資源」：

JOGMEC物理探査船グループ, 2014153)）、陸に近い浅部では調査が困難である。また、凹凸のほと

んどない極めて平らな海底である場合を除き、ストリーマーケーブルを動かすためにはある程度

の水深が必要となる。なお、浅海部での調査が可能なように、少ない本数ないし長さの短いスト

リーマーケーブルを小型船で動かして受振する探査技術も開発されている（松村ほか, 2013154)；

村上ほか, 2016104)）。 
海陸境界をまたぐ断層を対象とした調査の場合は、陸域での物理探査の結果と海域での物理探

査の結果とを接合する必要がある。この場合、海陸境界の海側での受振は、OBCを敷設して行う
ことが多い（例えば、杉山ほか, 1995155)；粟田, 199693)；楮原ほか, 2011b37)；文部科学省研究開発

局・東京大学地震研究所, 2015156)）。ただし、陸域と海域では震源が異なる（陸域では現在のわが

国ではバイブロサイス（非爆薬震源）が主流であるのに対し、海域ではエアガン（圧縮空気を利

用する震源）やブーマー（電磁誘導を利用する震源）などが用いられる。）ため、速度構造データ

を別の方法で取得して基準化するなど、両者を接合する解析には工夫が必要である。偽像を誤っ

て解釈することを避けるため、海陸境界をまたぐ方向に複数の測線で観測することが求められる。

OBCによる音波探査の場合、発振器を曳航する船はケーブルの敷設方向と直交する方向に進行し
て探査を行う（発振測線と受振測線を直交させる。）ことが一般的である。陸域で発振した音波を

海域で受振したり、またはその逆も可能であるが、前述の通り陸域表層部の風化層の影響のため、

海域で発振した音波を海域で受振するのに比べノイズが大きくなる。断層が海岸線と大きく斜交

する場合は、海岸に沿って測線を設定した陸域での反射法地震探査も有効な場合がある（山口ほ

か, 2009157)）。 

- 15 -

JAEA-Review 2018-010



 

 

一方、海岸線に沿って発達している断層の構造を把握することは、物理探査のみでは技術的に

困難を伴う。このような場合は、海陸境界の詳細な地形解析、海岸沿いの陸域での地質踏査及び

陸上・海上でのボーリングによる調査で断層の性状を明らかにすることが主体となる。ただし、

断層破砕帯は周辺岩盤よりも脆弱なことが多く、海岸付近では波食により断層面が海側に位置す

るようになる可能性が高いと考えられる（図 3.6）。さらに一般的には、海域は堆積場、陸域は侵
食場となる傾向があることから、前述のように着底ケーブルや小型船を駆使して海岸線近傍の海

域の調査を可能な限り詳細に行うことにより、断層の分布や構造の把握が可能となることが期待

される。 
 
 

 
 

図 3.6 海岸線に沿って発達する断層の波食による位置の変化 
 
 
3.2.3 音波探査の解釈：断層の分布・構造・変位の推定 
反射法地震探査や音波探査では、音響インピーダンス（弾性波速度と密度の積）が大きく異な

る反射面ほど反射波の振幅が大きくなり、特徴的な反射波として検出される。火成岩などの塊状

の岩体が海底に露出しているような場所を除けば、積層する地層の境界がしばしば特徴的な反射

波となり得る。正断層や逆断層であれば、断層の位置で地層境界の明瞭なずれが検出できるため、

断層の分布や連続性に加え、運動方向の把握も容易である。検出できるずれの量を決める鉛直方

向の分解能は、4.2.1で後述するように発振器の音源周波数に大きく依存する。 
横ずれ断層の場合も、断層を横断する多数の測線でデータを取得していれば、断層を横切る断

面ごとに地層境界のずれの量や方向が少しずつ変化することが分かるため、検出は可能である。

特にステップ部では、フラワー構造が特徴的に形成される傾向があるので（Woodcock and Fischer, 
1986158)；崔ほか, 1999159)）、鉛直断面でも横ずれ断層の存在を認識しやすい（阿部・青柳, 20062)；

杉山ほか, 201382)；Huang and Liu, 2017160)）。三次元探査であれば、水平方向のスライス断面をイメ

ージングできるので（Tsuji et al., 2014107)）、横ずれ断層の検出がさらに容易になる。 
以上のような地層境界のずれに基づく断層の検出は、第四紀に堆積した新しい軟質な堆積物の

みならず、やや硬質な付加体堆積岩（砂岩泥岩互層など）や層状に堆積した火山岩（凝灰岩など）

に対しても適用できる（探査仕様にもよる）。しかし、花崗岩のようにマクロスケールで岩石学的

に均質な塊状岩体の場合は、岩体中では連続性のよい反射波が得られず、地質学的なずれから断

層を検出することは極めて困難である。それでも、規模の大きな破砕帯を伴う断層の場合、破砕

帯は母岩と比べて割れ目が密に発達していることなどにより、物質科学的な不均質性を担ってい

ることから、破砕帯と母岩との音響インピーダンスの違いに基づき断層の分布が復元できる可能

性がある（例えば、Nguyen et al., 2010161)；文部科学省研究開発局・九州大学, 2014162)）。いずれに

せよ、音波探査プロファイルから断層の存在を高い確度と精度で解釈する場合は、反射波のコン
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トラストと連続性が明瞭に描像されるようにデータの品質を確保することが重要であり、そのた

めに調査範囲の広さや当該地域の地質、海域の環境などに応じて適切な探査仕様や解析手法を検

討する必要がある（Alcalde et al., 2017163)）。 
地震波のうち S波は水中を伝わらないため、海域音波探査では通常は P波を扱うが、受振器に
着底ケーブルや OBSを採用した場合は、P波のみならず P-S変換波も観測できる。S波は、割れ
目の発達などにより物理的な性質が方向により違う（異方性を持つ）媒質を透過すると、振動方

向に直交する二つの波に分離する、といった P波とは異なる特徴があり、両方の波でデータを比
較することによって、地下の物質科学的な不均質性の分布や要因についてより精度の高い評価結

果を得ることが期待される（Asakawa and Ward, 2007164)；松澤, 2007165)）。その他にも、海底面を伝

わる表面波の分散曲線を逆解析して S波速度構造を取得し、地質構造の不均質性を推定する技術
や（Ikeda and Tsuji, 201546)）、地震波の減衰率（または Q値）から岩石の物性、ひいては断層破砕
帯の構造を推定する技術（芦田・佐々, 1989166)；鶴ほか, 2014167)）も提案されている。また、海上

または海岸付近から掘削したボーリング孔に受振器が展開できる場合は、地下に傾斜する断層面

から反射する波を利用して断層構造を推定する鉛直地震探査（Vertical Seismic Profiling：VSP）も
適用可能である（El-Hateel et al., 2013168)；Zhu et al., 2013169)）。 
着底ケーブルや OBS を用いて海底に複数の固定受振器を展開し、海上で発振器を曳航させて
多くの発振点を確保すれば、地下の地震波速度構造を明らかにする屈折法地震探査が可能である

ので、陸域での調査と同様、断層（破砕帯）の検出に有効である（Karastathis et al., 2007170)；渡辺, 
2010171)；文部科学省研究開発局・防災科学技術研究所, 201138)）。 
断層の現在の活動性（最新活動時期）の評価においては、浅層部のずれに着目することが多い

が、地層処分の安全評価対象となる数万年以上の時間スケールで断層の発達過程や活動性の変遷

を評価するためには、処分場深度として想定される深さ 300 m～1 km程度の範囲に加え、より深
部も含めた広い空間スケールでの地下構造探査も重要である。例えば、音波探査で地層の褶曲が

認められた場合、それが活動的かどうか判断するには、その褶曲の波長よりも十分に大きなスケ

ールで地層の連続性や地質構造を探査する必要がある（阿部・青柳, 20062)；阿部ほか, 201145), 
201314)）。また、断層の深部には将来的な泥火山発生の要因となり得る異常間隙水圧域が潜んでい

る可能性もある（Milkov, 2000172)；Mazzini, 2009173)）。地形的な凹部に正断層群が発達する地域で

は、その深部に活発な熱水活動の存在が想定される（堀迫ほか, 2010133)；荒井, 2012134)）。地下数

km 以深の構造を調査するためには、低周波数の大容量エアガンを用いた音波探査（山下ほか, 
2013116)）に加え、4.2.3で後述するように電磁探査や地震波トモグラフィといった手法が求められ
る。 
花崗岩のような塊状岩体とは別に、ガス層や玉砂利のような礫層が堆積する浅層部においても、

P波の減衰・散乱の影響を大きく受け、解像度の確保された反射断面を得ることが困難となる（伊
藤・蜷川, 1982174)；岩淵ほか, 1998a66)）。浅層部のガス層は主に有機物起源であるので、内湾や河

口部でガス層の存在が問題になることが多い。このような場合は、散乱の要因となる浅層部より

深部を通過する波を受振できるように探査領域を広く設定したり、着底ケーブルや OBS を用い
て P-S変換波の解析を行うなどの工夫が必要となる。一方、断層はしばしばガスなど流体の移行
経路となるので、音波探査プロファイルからガス層と断層の分布や位置関係が議論される例もあ

る（Riedel et al., 2010175)）。 
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3.3 海底堆積物調査による地質層序・地質構造の復元 
3.3.1 試料採取における着眼点 
断層の活動時期を明らかにし、活動性を評価するためには、断層が分布する地域の堆積物や岩

石の年代を調べることが必要となる。特に、陸から離れた沖合に分布する断層を評価する場合に

は、試料採取のため海上ボーリングや柱状採泥のような海域特有の調査技術の適用が求められる。

陸域では面的な地質踏査に基づいて広域的な地質構造発達史を復元することにより断層の発達過

程を考察するという伝統的な地質学的手法が効果的となることが多いが、海域ではそのような手

法の適用は難しい。一方、海底では堆積物が比較的厚く連続している地域が多く、微化石や花粉、

テフラ、酸素やストロンチウムなどの同位体比（加藤・中野, 1999176)；Cohen and Gibbar, 2011177)）、

岩石磁気学的手法（古地磁気層序や帯磁率；中井, 2004178)）などを用いた層序学的検討は、地層の

堆積年代の推定に加え地質構造発達史の復元に非常に有効となる場合が多いと考えられる。した

がって海域の調査では、3.1及び 3.2で述べた海底地形・地質調査結果に基づき、断層の活動時期・
活動性の評価にとって鍵となる試料をいかに良好な状態で採取できるかが重要となる。 
海底堆積物に対する微化石や花粉、酸素同位体比、岩石磁気学的手法による層序対比及び年代

決定については、日本近海でも多くの調査・研究事例がある。これらの分析では、分析間隔が密

になるように乱れのない連続した試料の採取が求められる（小泉, 2011179)）。また、堆積直後の海

流による二次的な移動の影響を考慮する必要がある。粗粒な堆積物からなる地層は、堆積速度が

速く、微化石などの年代指標になるものの含有量が一般に少ないため、高精度の年代決定が難し

くなる場合が多い。一方、テフラについては、日本近海の ODPや IODPのコアなどで多数のテフ
ラ層の報告があるにもかかわらず、その同定、対比、編年に係る調査・研究は、日本列島の陸域

でのテフラ研究の充実度に比べると未だ少ないと言える（町田・新井, 2003180)）。今後の調査・研

究の充実が望まれる。また、陸上の活断層調査では土壌中の炭質物の放射性炭素年代測定が多用

されるが、海域において放射性炭素年代測定の主な対象となる有孔虫など生物起源の石灰質物質

に対しては、海水のリザーバー効果による年代のずれを補正する必要があるため（Bard, 1988181)；

中村, 2004182)）、陸域の試料よりも誤差が大きくなることに注意する必要がある。 
放射性炭素年代測定は適用限界が約 5万年前までであるとともに、堆積速度の速い砂質堆積物
の場合、年代測定の対象となる生物起源の石灰質物質に乏しいことがしばしばある。近年、陸上

の堆積物のみならず海底の堆積物に対しても光ルミネッセンス年代測定の適用が進められており、

石英や長石に富む砂質堆積物の年代測定の有効な手法の一つとして期待される（奥村・下岡 , 
2011183)）。海底の堆積物についても、光ルミネッセンス年代測定によって 20万年前程度までの年
代を精度よく把握することができるようになってきている（Sugisaki et al., 2010184), 2012185)）。 
その他、断層を直接観察する手法ではないが、海底に堆積した地震に伴うイベント堆積物・堆

積構造（地震性隆起・沈降に伴う堆積パターンの急変、斜面崩壊、液状化、津波堆積物）を観察・

分析することにより、地震を引き起こした断層の活動性や活動時期を推定する手法も考えられる

（Goldfinger et al., 2003186)；池原, 2000187), 2012188)）。 
 

3.3.2  海底堆積物調査結果と音波探査結果との対比 
ボーリング試料などから得られる情報はあくまで点の情報であるが、音波探査に基づく音響層

序区分により、その点の情報をある程度は空間的に拡張することが可能である。音響層序区分は、

音波探査で得られた反射記録断面において、連続して強い振幅を持つ反射波（しばしば不整合面

などの地層境界を示す。）を連続させるとともに、反射記録パターン（岩相に加え、堆積構造を反

映する場合がある。）の類似する部分どうしを区分することを指す（加藤・脇田, 2001137)）。音響層

序区分と、海上ボーリングなどの海底堆積物調査結果または陸上で得られた層序や地質構造に係
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る情報とを対比するのが、海域における層序の復元の基本となる。音波探査で検知される断層の

多くは、堆積物の変位として認識されるので、変位している堆積物の年代と変位していない堆積

物の年代とから断層の活動時期を明らかにすることとなる。3.2.3で言及したように、地震波の減
衰や異方性から基盤岩中の断層破砕帯に起因する物性異常を推定した場合は、音響層序区分と地

層のずれから断層の活動時期を明らかにするのは困難であり、破砕帯岩石を直接採取して放射年

代測定などの分析を行う必要が出てくる。 
なお、堆積物が比較的厚く連続している海底では、反射記録パターンから読み取れる堆積構造

の変化から過去の海水準変動を復元し、地層の年代の推定に用いることができる場合がある。海

底斜面に陸側からの堆積物の供給が続くと、堆積場が沖合へ向かって発達していき（沖合側へ傾

斜する層理面が連続的に発達）、プログラデーション構造が形成される（Eberli et al., 2004189)）。こ

の構造は音波探査でも観察が比較的容易である。氷期に海水準が低下すると、堆積場はさらに沖

合に移動する（杉山, 2013190)）。この時、当該地域が隆起域であれば、もともとの堆積場は陸化し、

プログラデーション構造は侵食され続けるか、不整合面を挟んで陸成層が堆積する（堆積相が変

化する）。再度、間氷期となって海水準が上昇すると、侵食面、あるいは陸成層の上面に新しいプ

ログラデーション構造が形成される（図 3.7のケース A）。一方、当該地域が沈降を続けている地
域で、氷期でもほとんど陸化しない場合、古い時代のプログラデーション構造があまり削剥され

ない状態でその直上に新しい間氷期のプログラデーション構造が形成される（図 3.7のケース B）。
このようなプログラデーション構造の空間分布から、当該地域の隆起・沈降の地殻変動の変遷が

議論できるとともに、海進・海退のサイクルに基づき各音響層序区分の年代の推定にも活用でき

る。 

 
 

図 3.7 海水準の変化と海底斜面における堆積場の変化との関係 
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3.4 まとめ 
本章ではまず、沿岸部の断層分布・連続性・活動時期・活動性などを評価するための考え方や

各種調査手法について、本研究により収集した既存の調査・研究事例に基づき整理し、沿岸部の

海域を対象とした調査・評価の概略的なフローを図 3.1に示すように取りまとめた。さらに、こ
のフローに沿って、海底地形調査、海底地質調査、海底堆積物調査のそれぞれについて、調査手

法の適切な選択や個々の調査・評価に係る考え方・留意点について記載した。 
海底地形調査については、主要な調査手法の一つであるマルチビーム測深を例として、海底地

形に合わせた測線設定の基本的考え方について整理した。海底地質調査については、調査手法と

して最も広く採用されている音波探査について、測線設定の考え方、三次元探査の優位性、海陸

境界部での探査手法、地層境界からの反射波を利用した断層の検知が難しい塊状岩体などを対象

とした解析手法といった点について取りまとめた。海底堆積物調査については、試料採取におけ

る着眼点や、堆積物の記載・分析結果と音波探査結果との対比について重要な点について言及し

た。 
海陸境界では、調査船の進入が困難なことなどにより、調査技術に一部制約が生じるものの、

ケーブルの敷設による浅海部での観測と、陸域沿岸での地質調査・観測とを適切に組み合わせる

ことにより、地層処分実施主体が精密調査までに回避するような規模の大きな断層を検出するこ

とは十分可能であると考えられる。 
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4. 海底地形・地質に係る調査手法の適用性に関する検討 
 
4.1 海底地形調査 
船舶を用いた海底地形調査技術としては、主にサイドスキャンソナー及びマルチビーム測深が

ある。サイドスキャンソナーは、調査船に曳航された送受波器から、曳航方向と直交する方向の

扇状に発振された音波が海底で後方散乱した強度を色の濃淡として描画する技術で、海底面の堆

積物の概略的な区分や、海底に残置されている構造物の把握が可能である（Johnson and Helferty, 
1990191)）。色の濃淡は、平坦な面は淡い色、傾斜のある面は濃い色、表層が軟泥質の場合は淡い

色、礫や岩盤など反射強度の大きい場合は濃い色となる。受振データはモザイク像として描画さ

れるので、海底面の性状の広域的な概査に有効である。また、精密に補正した音響映像からは、

海底に露出する岩盤の走向・傾斜や断層、褶曲などの地質構造が識別できる場合もある（東海沖

海底活断層研究会, 1999102)；泉ほか, 2008a36)；伊藤・泉, 200974)）。 
マルチビーム測深も音波探査手法の一種であるが、発振される音響ビームが調査船の左右両舷

方向に広がる扇状であるのに対し、底面に反射して受振される音響ビームは調査船の前後方向に

長い形状で多数形成される。本手法では面的な測量による三次元的な可視化が可能である。崖地

形や堤防などの急傾斜部の探査にも対応できるよう、機種によっては、発振される音響ビームを

斜めに傾けることができるものもある。マルチビーム測深によって高解像度の水深分布のデータ

が得られれば、海底下の地表地震断層の分布や地形的特徴を鮮明に表現することも可能である

（Brothers et al., 2018192)）。わが国における大陸棚画定調査においても、後述する重力探査や地磁

気探査と併せて、マルチビーム測深による海底地形調査が活用されている（藤沢, 2009193)）。マル

チビーム測深やサイドスキャンソナー探査における適応水深は概ね発振器の周波数に依存してお

り、周波数の高いものは浅海部、低いものは深海部に対応する。なお、塩水と淡水が混合する河

口部では水中音速度が変化するため、探査に支障をきたす場合がある。 
この他、マルチビーム測深やサイドスキャンソナー探査の一般的なものと比べ非常に低い周波

数帯域（約 0.5～15 kHz）の音波ビームを用いるサブボトムプロファイラーによる底質調査もある
（棚橋・本座, 1983194)）。この手法の場合、水深 50 m程度までの浅海部に限っては、数 cm程度の
非常に高い分解能の地質構造断面図を得ることができる。 
船舶以外の手法による海底地形調査技術として、最近は航空レーザー測深機（Airborne Laser 

Bathymetry：ALB）の技術が進展してきている（戸澤・岩本, 2004143)；岡部ほか, 2014144)）。ALBで
は、近赤外と緑色の二つの波長帯のレーザーを同時に照射し、水面で反射する近赤外レーザーと

水中を透過し海底で反射する緑色レーザーとの間の受信する時間差に基づき水深を計測する。最

近の技術ではALBにより最大で水深 50 m程度まで測深可能とされているが（小野・柴田, 2012195)）、

測深精度は水質や波浪の状態に大きく依存する。茶色の濁りが激しいと緑色光が吸収され、測深

が困難となる。波浪については、白波が立つような激しい波の状態で不利なのは言うまでもない

が、全く波がない場合も、水面での鏡面反射が深く、不利な場合がある。適度に水面が弱く揺れ

た場合の方が良好に測定できるとされている。 
以上の海底地形調査における留意点は、定常的な位置基準となる三角点が広く設置されている

陸地と異なり、海域ではそのような位置基準がないことである。そのため、調査範囲の中の何点

かにおいて、GPSや音響測深などにより高精度で定点測量を行う必要がある。 
 

4.2 海底地質調査 
4.2.1 音波探査における発振方式の選択 

3.2.1で前述したように、海域での物理探査で最も広く行われているのは音波探査であり、とり 
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わけ三次元探査（図 3.4）でのデータ取得が優位となってきている。わが国の海域でも、様々な機
関が海上音波探査を行い、データが蓄積されてきているが、特に海洋研究開発機構が実施したマ

ルチチャンネル音波探査・OBSによる地震探査データの多くは「地殻構造探査データベース」（木
戸ほか, 2005196)）に収録され、自由に閲覧することが可能である。海外でも、米国西海岸（Bohannon 
et al., 2004197)；Maloney et al., 2015198)；Sahakian et al., 2017199)）、地中海沿岸（Déverchère et al., 2005200)）、

スマトラ沖（Ghosal et al., 2012201)）など、沿岸部の断層調査において、マルチビーム測深などの

海底地形調査とエアガンやスパーカーなどを用いた海域音波探査とを組み合わせた断層分布・構

造などの把握が広く実施されている。海上音波探査では、発振方式の違いにより、分解能や可探

深度が変化する。鉛直分解能は Rayleigh基準により、発振器の卓越波長の 1/4と見なされること
が多い。水平分解能は、前述した発振点、受振点それぞれの間隔に加え、発振器の周波数や探査

対象深度にも依存する。発振器の周波数が低いものほどショットエネルギーのチャージに時間が

かかるため、発振点間隔が長くなり、分解能が大きく（悪く）なる傾向がある。したがって、鉛

直・水平分解能ともに、定性的には、発振器の周波数の高い順に分解能が小さく（良く）なる。

可探深度については、マルチビーム測深などにおける適応水深と同様の傾向で、発振器の周波数

が低いものほど音波エネルギーが大きいため、地下深部の探査にも対応できる。以上の傾向に基

づき、発振器の種類と周波数、分解能、可探深度との大局的な関係をグラフ化すると図 4.1のよ
うになる（髙智, 2001202)；岡村, 2008138)；2013139)）。 
本研究で収集・整理した情報に基づくと、2000年代以前は 1) ソノプローブやチャープソナー

による海底からの深度約 100 m以浅の浅部地下構造探査、2) スパーカーを用いた複数測線を設定
して行うやや広域的な地質構造を把握するためのシングルチャンネル探査、3) ウォーターガンや
エアガンによる深部（海底からの深度約 100 m以深）の地下構造を把握するためのシングルチャ
ンネル探査が主体であったが、2000 年代以降は、4) ブーマーによる海底からの深度約 200 m 以
浅の地下構造を主な対象としたマルチチャンネル音波探査、及び 5) ウォーターガンやエアガン
を用いたより深部の地下構造まで把握するためのマルチチャンネル探査が主流となってきている。

また、海底からの深度約数十 mまでの極浅部の地下構造の詳細な探査には、4.1で述べたパラメ 
 
 

 
 

図 4.1 音源周波数と分解能、可探深度との関係 
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トリック方式音源のサブボトムプロファイラーなどの新しい機器が用いられるようになってき

た。 
海域での資源探査、あるいは地殻構造をイメージングするような学術研究においては、地下深

部の探査に対応できるエアガンやウォーターガンが利用される（朴ほか, 2008105)；Moore et al., 
2009106)；JOGMEC 物理探査船グループ, 2014153)；Arai et al., 2016135)）。これらの場合、コンプレ

ッサーなどの大型機材が積載できる大型の船舶が必要となる。一方、地震防災や原子力施設の耐

震安全評価に関連した沿岸部の活断層調査では、ブーマーによるマルチチャンネル方式が多用さ

れている（阿部ほか, 201145), 201281), 201314)；岡村, 2013139)；杉山ほか, 201382)；井上ほか, 
201483)；日本原子力研究開発機構, 201479)）。地層処分のように概要調査、精密調査の順に段階的

な調査スケールを絞っていく場合は、エアガンやウォーターガンによる広域的な探査と、ブーマ

ーによる局所的な探査とを組み合わせて実施することが望ましいと考えられる。 
 
4.2.2 OBC及び OBSによる受振 
音波探査における受振側は、前述したように受振器を連結したケーブルを曳航させるか、OBC

や OBSを着底させて受振する。OBCは 3.2.2で述べたように海陸境界部の調査に非常に有効であ
るが、直径は通常、2～3 cm 程度であり、着底時に潮流の影響を受けることによる位置精度の不
確かさが音波探査記録の分解能を下げる要因となり得る。逆に、岩礁などでケーブルが引っ掛か

った場合に潜水士の作業によって位置を修正することができるという点では融通が利く。基本的

には、地形の起伏が少なく、波の渦がない場所を測線としてケーブルを敷設することが望ましい。 
二酸化炭素地下貯留実証試験サイトにおいては、OBCを常設型として設置する試みが進められ
ている（Aoki et al., 2013203)；Xue et al., 201747)）。常設型とすることにより、ケーブル着底位置の

高精度での特定が可能になるとともに、海底表層堆積物中へのケーブルの埋没が年々進行するご

とにノイズが低減していくという効果もある。さらに、自然地震を長期間モニタリングできるた

め、自然地震データを用いた地下深部の構造の推定にも応用できる。地層処分のサイト選定調査

においても、概要調査から精密調査まで含めると 10年以上に及ぶ期間が想定されることから、常
設型 OBC の適用が有効であると考えられる。また、操業段階から閉鎖後の一定期間のモニタリ
ングの手段としても活用できることが期待される。 

OBS については、受振点の密度を増やすという観点からは、ストリーマーケーブルや OBC を
採用するのに比べ設置の手間がかかるが、最近では 13インチ程度の小型の OBSも開発されてお
り（清水ほか, 2013204)）、機材の運搬がしやすくなってきているほか、受振点の設定における地形

的な制約も低減されてきている。 
 
4.2.3 音波探査以外の調査手法 
音波探査以外の物理探査手法としては、重力探査、電磁探査、地震波トモグラフィなどが挙げ

られる。重力探査については、船上の重力計で測定する方式（植田ほか, 1987205)；笹原ほか, 2006206)；

藤岡・熊川, 2014207)）、海底重力計を船から下ろして測定する方式（藤本ほか, 2009208)；駒澤ほか, 
200973)；図 4.2）、航空機を用いた空中重力偏差法による測定方式（千葉・Cevellos, 2016209)）があ

る。海底重力計による測定では、測定点の密度が重力分布図の精度に直接的に反映されるが、測

定点ごとの精度は波揺れの影響が大きい船上重力計よりも 2桁程度高い。空中重力偏差法による
測定では、面的に連続的なデータの取得により微細な構造を捉えやすいが、一方で地形の影響を

受けやすいとも言えるため、より厳密な地形補正が要求される。重力データの処理の流れは、潮

位の補正が必要な点を除けば、基本的には陸域での重力探査と同じである。陸域での観測に比べ

ると、海底重力計の測定点密度を高めることに労力を伴うことと、地形補正の元となる海底地形

- 23 -

JAEA-Review 2018-010



 

 

データが充実していない地域があることが違いと言える。ただし、音波探査が得意とする地層の

ずれに基づく断層の評価が困難な基盤岩が広く分布する地域においては、海底地形調査と組み合

わせて重力探査を実施し、破砕帯などの物性異常を検出する取り組みも有効であると考えられる。 
海底電磁探査や地震波トモグラフィは、一般に反射法地震探査よりも解像度は劣るが、地下数

km以深のより深い領域のデータを取得することができるため、断層の深部（震源付近）の地下構
造を把握する上では有効である。地層処分実施主体による段階的な調査の比較的初期の段階（概

要調査の前半）での実施が望まれる調査手法である。 
電磁探査のうち、自然の地磁気と地電流を観測する MT（Magneto-Telluric：地磁気地電流）法
は、地下数 km 以深の深部比抵抗分布の把握が可能である。大陸棚より沖合の深海部では、地殻
構造のイメージングなどの学術研究や海底資源探査において電磁探査が多く活用されてきたが、

浅海部でのMT法の適用は、海底に設置した磁場センサーが波浪によって振動して生じるノイズ
が大きい、海水中では地下数 km 以浅の構造に対応する短周期成分の減衰が激しい、などといっ
た理由で、事例は多くない（産業技術総合研究所, 2008210)）。最近では、浅海部におけるこれらの

問題を克服するための技術開発も進められている（吉村ほか, 2004211), 2006212)；産業技術総合研究

所, 2013213)）。MT法の場合はイメージングする領域が広いため、陸域での観測から海陸境界部の
断層の構造を推定する試みもある（Yoshimura et al., 200872)）。 
地震波トモグラフィなどによる地震波解析を行う上で利用される公的機関による定常観測点は、

日本列島の太平洋側では防災科学技術研究所の S-net などが整備されつつあるが、日本海側では
海域の観測点が現状ほぼ皆無であり、日本列島の沿岸部全体に網羅的に整備されているわけでは

ない。気象庁や防災科学技術研究所などにより定常地震観測点が広く整備されている陸域と異な

る点と言える。 
また、海陸境界の地下構造探査であれば、人工的に発生させた電磁波を利用する電磁探査法で

ある CSAMT（Controlled-Source Audio-frequency Magneto-telluric）法、複数の地震計で微小な地盤
振動を同時観測して地下構造を推定する微動アレー探査、地下に分布する岩盤の残留磁化の影響

による地磁気異常を観測する地磁気探査などを活用する方法も考えられる。人工信号を用いる 
 
 

 
 

図 4.2 海底重力計による測定の模式図 
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CSAMT 法は自然信号を用いる MT 法よりも可探深度は浅いが、海岸沿いの陸域に測線を設定し
て海陸境界部の断層を検出する調査事例が知られている（Unsworth et al., 2000214)；越智ほか, 
2014215)）。微動アレー探査は地下の S 波速度構造を推定するため、断層のような地質構造の把握
のみならず地震動予測の基礎データ取得の手段として陸域で利用されているが、内海の海底で適

用された事例もある（井上ほか, 2001216)）。海域の地磁気探査は、航空機による空中からの観測、

船上からの観測及び無人探査機による海底での観測があるが、磁性の大きい火山岩や変成岩など

の分布、磁化の強度や方向から海底下の地質構造を推定し、断層分布の把握のための基礎情報と

する（例えば、藤岡・熊川, 2014207)；Ponce et al., 2016217)）。 
以上の物理探査とは別に、自律式無人探査機（AUV）や有索式無人探査機（ROV）により海底
の地形や地質を直接観察・計測する手法も考えられる（脇田ほか, 2010218)；Wynn et al., 2014219)；

Geersen et al., 2016220)；産業技術総合研究所ほか, 201612)）。 
 

4.3 海底堆積物調査 
海底に分布する断層の活動時期の推定や活動性の評価において必要となる、海底下の地層、あ

るいは断層破砕帯物質そのものを対象とした各種分析や年代測定を行うための試料採取には、大

別して海底表層試料の採泥・採岩とボーリングとの二つの方法がある。 
海底表層試料の採泥・採岩手法としては主に、柱状採泥、ドレッジ（表層採岩）、グラブサンプ

ラによる採泥がある。柱状採泥は、金属パイプのような柱状の採泥容器を重力や振動、油圧によ

って海底面に貫入させ、未固結～半固結の試料を採取する方法である（西田・池原, 2014103)）。本

方法はドレッジやグラブサンプラに比べ、採取時に試料の擾乱が少ないため、海底下数 m以内の
深度における連続的な地質記載や鉱物・化学・微化石などの分析を行うのに適している。また、

未固結層の厚い地域では、柱状採泥を同じ地点で繰り返すことにより、海底下数 10 m 程度まで
試料を採取できる場合もある（成田, 2016221)）。 
ドレッジは、バケツ状の金属製容器を用い、海底を掻き取るように試料採取する方法で、柱状

採泥では採取困難な硬質な岩石や礫も未固結～半固結の試料と合わせて採取することが可能であ

る（桂, 1992132)）。ただし、調査船からワイヤーを伸ばして海底に下ろした容器を引きずるため、

水深が深いほど採取位置の正確な特定が難しいのと、採取された試料は多くの場合擾乱して元の

堆積構造が復元できないことが多い。 
グラブサンプラは、調査船から吊り下げたグラブバケットで海底の土砂を掴むように採取する

方法である。柱状採泥と同様に底質が未固結～半固結の場合に用途が限られるのと、ドレッジの

ように採取時の試料の擾乱が避けられないのとがあるが、柱状採泥よりも一度に広範囲の試料が

得られることから、柱状採泥や海上ボーリングを行う前の底質状況の確認や、海底表層の地質概

要を効率良く把握する上では有利な場合がある（西田ほか, 201563)）。 
海上でのボーリングは、対象地点の水深、海底地形、海底表層地質及び掘削深度などにより、

作業足場の形式を使い分けて行う（表 4.1）。ただし、陸上でのボーリングに比べ、海上でのボー
リングは足場の固定、資材の運搬、排水処理など多くの面で難易度が高く、海陸境界部であれば

陸上からの斜め掘り、またはコントロールボーリング（木方ほか, 2006222), 2009223)など）により海

底下の地質調査を行う方が有利な場合も多いと考えられる。実際、わが国の沿岸部の石油や LPG
の地下備蓄に係る地質調査（蒔田, 1991224)；大竹・皆川, 2001225)）では、主なボーリング調査は陸

上ないし坑道内からなされている。 
海上ボーリングの場合、海底地盤の条件に加え、水圧、潮流、波力、風力といった外力が足場

の安定性に大きく影響する（全国地質調査業協会連合会, 2003226)）。さらに、掘削期間が長くなる

程、潮位や気象の変化への対応を十分に検討する必要が出てくる。3.3.1で述べた年代決定のため
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の試料採取の考え方及び 3.3.2 で述べた音響層序区分に対し実年代を決定していくことを考慮す
ると、浅部から深部まで連続して乱れのないコアを採取することが求められるため、動揺が可能

な限り小さくなるように足場の形式を検討する必要がある（例えば、福富ほか, 1992227)；高橋, 
2008228)）。 
水深が 100 mを超えるような外洋での掘削は、資源掘削で利用されている大水深に対応した掘
削リグや、科学掘削で利用されている「JOIDESレゾリューション」や「ちきゅう」といった深海
掘削船を使用する必要がある。海上ボーリングに関しては、技術としては整備されつつあるもの

の、日本の沿岸部で掘削～試料採取まで行われ、学術的な検証が可能な形で公表されている実績

は、資源エネルギー庁による基礎試錐調査などを除くとあまり多くないのが現状である。 
 
 

表 4.1 海上ボーリングにおける主な足場形式と適応性 

足場形式 仮設方法 適用 
適用水深 
（目安） 

係船法・ 
いかだ式 
（フロート式） 

ボーリング機材全部を搭

載した船（又はいかだ）を

アンカーとロープを用い

てボーリング位置に固定 

・簡素な方法であるが、振動に弱いため、表層地

質の概略を把握する程度の適用にとどまる。 
数 m以内 

やぐら式 
（パイプ、木） 

足場丸太やパイプを現地

で組み立てて架台を作成 

・組立・解体は簡便であるが、水深が深くなると

強度に問題が生じる。 
・潮流や風の弱い内湾で主に適用される。 

数 m以内 

スパッド台船 
（SEP） 

ボーリング作業用の架台

（台船）を通常 4 本のス
パッド（高さ調整可能な

支柱）で固定 

・海底に多少の傾斜・起伏があっても適用可能。 
・移動が簡単なので、同じ調査領域内で複数地点

ボーリングを行う場合有利。 
・鋼製やぐらに比べると潮流や波浪には弱い。 

通常は 20 m程
度まで 
（大型の SEP
なら 50 m程度
まで可能） 

やぐら式 
（鋼製） 

鋼材を現地で塔式に組み

立てて架台を作成 

・外海の調査では使用頻度が高いが、資材運搬の

ため大型のクレーン船が必要。 
・傾斜の大きい、または起伏の激しい海底では適

用困難。 

30 m程度まで 

傾動自在型 

ケーシング、ロッド、サン

プラなどを通すガイドパ

イプと、ボーリング機材

を搭載したクレーン付台

船が別々の機構となって

おり、それぞれアンカー

とワイヤーにより仮設 

・海底に多少の傾斜・起伏があっても適用可能。 
・ガイドパイプの長さが変えられるので、水深変

化にも対応可能。 
・荒天時はガイドパイプを残して台船のみで避

難できる。 
・動力は大きくないので、硬岩の採取には不利。 

50 m程度まで 

スパーブイ型 

やぐらの一部をなすセン

タパイプの途中に取り付

けた浮力体を水中に引き

込み、これが発生する浮

力を利用して足場全体を

自立 

・潮流、波浪、風力による足場の動揺が生じない

ようにバランスがとられているシステム。 
・水深、海底地形の変化にもある程度対応可能。 

数 10 m程度 
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5. まとめ 
 
沿岸部の断層分布・断層運動に関わる地形・地質学的特徴については、日本列島の基盤地質構

造に基づき区分された地域ごとに整理した結果、1) 断層の分布や断層運動の特徴は同じ地域であ
れば陸域と沿岸部とで大きな違いはないこと、2) 広域的な海底地形・海底地質の概要については、
資源探査分野などを中心とした調査により日本列島周辺海域の情報がほぼ把握されていること、

3) 陸域での地形・地質調査により、海域の延長線上に活断層が疑われる地域においては、地震調
査研究推進本部などのプロジェクトにより沿岸部の断層分布や活動性に関する調査が既になされ

ていることが確認できた。さらに、断層分布・連続性・活動時期・活動性などを評価するための

考え方や各種調査手法について既存の調査・研究事例に基づき整理した結果、地層処分実施主体

が精密調査までに回避するような規模の大きな断層は、既存の調査技術の適切な組み合わせによ

り、沿岸部においても多くの場合、陸域と同様に検出できることが分かった。海陸境界では、調

査船の進入が困難なことなどにより、調査技術に一部制限があるものの、ケーブルの敷設による

浅海部での観測と、陸域沿岸での地質調査・観測とを組み合わせることなどにより、規模の大き

な断層を検出することは十分可能であると考えられる。 
海岸線はしばしば、陸から海に向かっての地形勾配が局所的に大きく変化している部分に位置

する。この局所的な地形勾配の増大の原因については、日本列島のような第四紀の地殻変動が活

発な地域では、断層運動が主に影響している可能性を検討する必要がある。従来から活断層の存

在が疑われている地域や、原子力発電所などの特別な構造物が立地している地域以外では、沿岸

部の詳細な地形・地質情報が十分に整備されているわけではない。実際に、日本列島の沿岸部を

対象とした海底地形の網羅的な地形判読（産業技術総合研究所ほか, 2017229)）からは、従来活断

層の分布が知られていない地域にも変動地形の可能性のある地形的変状の存在が示唆されている。

既存の調査・研究において活断層の存在が明瞭でなくても、隆起速度が速い地域などでは、陸域

～海域を跨ぐ範囲の詳細な地形判読・解析、音波探査データの新規取得・再解析、海岸沿いの岩

石や堆積物の詳細な年代・堆積環境のデータの取得などにより、海水準変動を踏まえた沿岸部の

地形・地質学的特徴を把握することが、隆起・侵食に関する評価とともに、海陸境界付近の断層

の評価においても今後の重要な課題の一つである。 
一方、断層長が数 km を下回るような規模の小さな断層に対しては、海域音波探査などでは、

最新の技術を駆使したとしても、それらの分布や活動性を全て把握するのは多くの場合困難を伴

う。しかしこのような小規模の活断層の性状を把握することの困難さは、市街地や植生などによ

る地質調査の制約がある陸域でも同様である。これについては、基盤岩中のボーリングコアや地

下坑道掘削中に遭遇した断層のように、断層を被覆する年代既知の上載地層が確認できない場所

での調査・評価技術の開発（例えば、浅森ほか, 2012230)；安江ほか, 2014231)）で取り組んでいくべ

き課題である。 
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